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「道の駅」の整備効果は，ドライバーの疲労回復，沿線地域の交通安全や移動環境の向上などの社会的

効果と，地場産品の売上増や地域の雇用増などの経済的効果が直接・波及的に現れる．「道の駅」の整備

目的を考えたとき，これら効果の発現状況を把握することは，重要かつ本来必要なことであり，持続可能

な「道の駅」を目指す上でも有効となる．しかし，現状ではその評価手法が示されていないこともあり，

多くの「道の駅」ではこれらの評価は十分行われていない． 
そこで本研究では，「道の駅」の整備効果のうち，経済波及効果について自治体や管理運営者が比較的

簡易に把握できる方法として，産業連関表に基づいた「道の駅」版経済波及効果の算定手法の提案を試み

た．具体には，実際の「道の駅」をケーススタディに，自治体や「道の駅」運営者らの協力を得て，「道

の駅」の売上項目と産業連関表の部門分類との整合性や算定結果の活用方法などについて検証し，これら

を手引きにとりまとめたので報告する． 
 

     Key Words: Michi-no-Eki,maintenance effect,economic effect,input-output table,evaluation method 
 
 
1. はじめに 
 
「道の駅」は，道路利用者への安全で快適な道路交通

環境の提供と，地域の振興への寄与を目的とした「休憩

機能」「情報発信機能」「地域連携機能」の３つの機能

を併せ持つ施設である 1)．これらの機能が適切に発揮さ

れることにより「道の駅」の整備効果は，ドライバーの

疲労回復、沿線地域の交通安全や移動環境の向上などの

社会的効果と，地場産品の売上増や地域の雇用増などの

経済的効果が，主に利用者や「道の駅」の事業関係者に

直接的に，また主に地域に波及的に発現する（図-1）． 
「道の駅」の地域振興への寄与という本来の整備目的

を考えたとき，これらの地域への波及的効果の発現状況

を把握することは重要かつ本来必要なことであり，今や

無くてはならないものとなった重要な社会インフラとし

て持続可能な「道の駅」を目指す上でも有効となる。 
 また，自治体や管理者が「道の駅」の運営をするため 図-1 「道の駅」の整備効果の発現イメージ 
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には事業投資や維持管理費に応じた収益を得る必要があ

るため，一般に入込数の評価や利益率から事業収益性の

評価をしているが，これはあくまで「道の駅」における

直接的かつ経済的効果であり，地域に波及した効果を正

しく把握できるものではない．また，現状では波及的な

効果の評価手法が一般に示されていないこともあり，多

くの「道の駅」ではその評価は十分行われていない。 
 そこで本研究では，「道の駅」の整備効果のうち，地

域振興への寄与の発現状況の程度を定量的に算定でき，

かつ地域の人々にも分かりやすい「経済波及効果」につ

いて，自治体や管理運営者が比較的簡易に把握できる方

法として，産業連関表に基づいた「道の駅」版経済波及

効果の算定手法に関する提案を試みた。 
 
 
2. 経済波及効果算定の試行 
 
今回の「経済波及効果」の算定には「平成 23年北海

道産業連関表（104部門）2)」を用いた．その際，自治

体担当者や「道の駅」管理運営者が簡易に算定できるよ

う，エクセルツールである「北海道版経済波及効果算定

ツール（北海道経済部作成）3)」を基に算定した．  
 
(1) 産業連関表とは 
 産業連関表とは，地域内に新たに発生した需要が，地

域内からどれだけ調達されたかの「直接効果」と，これ

により拡大した需要による原材料やサービスなど多様な

産業分野への調達が増えることの「一次生産誘発効果」 
更に働く人の収入が増えて一部が消費に回る「二次生産

誘発効果」を算定することができ，地域経済の規模を定

量的に算定することができるものである（図-2）． 
また，この新たな需要がどの産業分野に波及している

かや，地域に雇用がどれだけ生まれるかなども把握する

ことが可能となる． 
 
 (2)  実際の「道の駅」売上データによる算定 
実際に存在する北海道A町の「道の駅」をケーススタ

ディに、自治体担当者らの協力を得て経済波及効果を算

定した． 北海道A町は，札幌市から約1時間程度の距離

にある農村域の人口 7,000 人規模の町で，主な一次産業

は畜産，酪農，畑作であり，「道の駅」は中心市街地か

ら外れた高速 IC 付近に立地している．「道の駅」の収

益は，特産品コーナー（食肉加工品，チーズ等），農産

品直売所，食事テイクアウト，ベーカリーなどであり，

算定の元となる需要額はこれらの売上額である． 
 算定の結果を表-1 に示す．なお，表中の数字は金額

ではなく，総売上の合計 100との比率で示している．最

終的な経済波及効果は、直接効果の約 1.9 倍となった．

この結果の大小を一概に論じることはできないが，効果

が波及していることが定量的に把握できる． 
また，販売施設別に見ると、特産品（食肉加工品，チ

ーズ等）が2.2倍になる一方，農産品直売所は1.6倍にな

っており，生産誘発の産業構造の違いが現れている．こ

れを相対的に比較すると，前者は経済波及効果が大きく

後者は小さいといえる．更に詳細な算定表を見ると，特

産品の生産拡大による生産波及が大きい部門は，原材料

となる畜産部門やその他食料品、卸販売する商業部門や

運送部門であり，これらは域内調達が多いのに対し，農

産品の生産波及部門は，化学肥料、機械、燃料などの域

外からの調達が多く，域内に波及する分が少ないことが

分かる． 
 
 
3.  経済波及効果算定手法の検証 
 
「道の駅」に特化した経済波及効果の算定にあたって

は，売上品目と産業連関表の部門分類との整合性として

入力データの分類整理の方法や算定時の係数の設定が必

要であるため，自治体や「道の駅」運営者らとの意見交

換に基づいて，これらを検証した．また，算定結果の活

用方法についても重要な事項として合わせて検証した．  
 
(1) 売上品目と部門分類との整合 
まず，「道の駅」の経済波及効果は，「道の駅」がで

きることで増加した「消費」に基づくものと考え，算定

図-2 「道の駅」の経済波及効果のイメージ 

表-1 北海道Ａ町「道の駅」の経済波及効果の試算 

直接 一次 二次 合計
特産品コーナー
(食肉加工品・チーズ

食肉・畜産食料品 32 48% 15 16 3 34 2.2

飲食テイクアウト 飲食サービス 26 93% 24 13 7 45 1.9

農産品直売所 食用耕種農業 23 100% 23 11 4 38 1.6

ベーカリー その他の食料品 17 46% 8 5 2 15 1.8

自動販売機 飲料 1 47% 0 0 0 1 1.4

合計 合計 100 71% 71 45 16 133 1.9

表中の数字は金額ではなく，総売上の合計（100）との比率を示している

生産誘発額 直接
／合計

需要
(売上)販売施設

部門分類
（104部門） 自給率
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の入力値はこの消費における収益ではなく売上額とする

必要がある．例えば委託販売の場合には，収支上の委託

料だけであると消費における売上額にならないため，そ

の品目の売上額を別途整理しておく必要がある． 
特に，算定にあたっては、「道の駅」の売上品目を産

業連関表の部門分類別に分類・整理する必要がある．自

治体担当者らが迷いなく作業できるように「道の駅」で

取扱いの多い売上項目と平成 23年北海道産業連関表

（104部門分類）との対応表を作成した（表-2）． 
なお，今回の算定における施設単位（大分類）の売上

額は，その施設で主に取り扱っている品目に対応する部

門分類に当てはめて算定しているが，部門分類の違いに

よって経済波及効果の算定結果には差違が生じるため，

算定の精度を高めるためにはできるだけ部門分類に対応

するように売上品目の細別化が必要となる．ただし，多

くの「道の駅」ではPOSシステムを導入しており，こ

れに対応することは可能と考えられる． 
 
 (2) 売上品目毎の自給率の設定 
需要から直接効果を算定する際に設定する自給率は，

売上品目が域内からどれほど調達されているかの割合で

ある．産業連関表には産業分野別にこの係数は設定され

ているが，今回の算定においては，A 町における産直農

産品はすべて域内から調達されているものとし農産品直

売所の自給率を 100%に変更して算定した． 
ただし，松尾らの算定手法 4)においても設定されてい

るように一般に産直農産品は域内調達と考えられるが，

冬期などで他の地域から調達されることも考えられるた

め、実態に合わせた自給率の設定に注意が必要である． 
また，他の品目についても「道の駅」での域内調達の

実績を反映することが，経済波及効果の精度を上げるこ

とに有効である．またこれらのことからも，域内調達の

品目を増やすことが，「道の駅」の経済波及効果を高め

ることが分かる． 
 
(3) 算定結果の活用 
今回の算定手法によれば「道の駅」の経済波及効果を

定量的にかつ簡易に算定すことができるようになる．自

治体担当者との意見交換では，この直接的な数字をもっ

て「「道の駅」が地域にこれだけの経済効果をもたらし

た」と地域の人々に説明できることが，一番分かりやす

くかつ説得力があるとの意見があった． 
また，売上品目別に見た経済波及効果の大小や，生産

誘発の産業構造の違いが分かることについて，加工品な

ど地域還元の大きい品目を更に充実させるのに産業構造

を知ることは重要との意見があった．また、松田らの研

究 5)においても，農産品直売所の販売力は「道の駅」経

営上メリットだがそれに頼りすぎることで地場産品の開

発が滞ることもあり，地域の置かれた状況などを踏まえ

販売施設がどう貢献するかを慎重に判断することが望ま

しいことが指摘されており，今回の試算により分かった

品目毎で経済波及効果や波及プロセスの違いが，これら

の考え方を裏付ける結果にもなった． 
一方で，農産物直売所は，リタイアした農家さんの生

きがいになったり，他地域との交流が進み加工品開発の

技術力向上にも繋がるなど，このような社会的効果が地

域に波及している事例があることも重要である． 
 
 
4.  まとめ 
 
 本研究では「道の駅」の整備効果のうち経済波及効果

について，自治体や管理運営者が比較的簡易に把握でき

る方法として，産業連関表に基づいた「道の駅」版経済

波及効果の算定手法の提案を試み，主に以下の知見を得

た． 
・既存の算定ツールを活用することで，簡易に算定でき

ることが確認できた． 
・「道の駅」の売上項目と産業連関表の部門分類との整

合性や自給率の設定により，算出精度を高めることが

確認できた． 

表-2 売上品目と部門分類の対応表 

大分類 中分類 小分類

施設 品目 品名

特産品 肉類・肉加工品 ハムやベーコン等の肉類・肉加工品 食肉・畜産食料品

牛乳・乳製品 牛乳やヨーグルト、チーズ、アイスクリーム
などの乳製品

食肉・畜産食料品

水産加工品 冷凍魚介類や水産びん、水産かん詰、
煮干し、干物、かまぼこ、のり 水産食料品

もち もち その他の食料品
生めん・即席麺 生めんや即席麺 その他の食料品
砂糖、油脂 砂糖、なたね油など油脂類 その他の食料品

調味料 みそ、しょうゆ、ケチャップ、ふりかけなど調
味料全般

その他の食料品

冷凍食品・レトルト食品 冷凍食品やレトルト食品など その他の食料品
酒類 ビール、ワインなど 飲料
クラフト作品・木製工芸品 木製品のお土産品など 木材・木製品
プラスチック製品 プラスチック製の玩具など プラスチック製品
ガラス製品 グラス等のガラス製品 ガラス・ガラス製品
衣類 衣服など 衣服・その他繊維製品

食事テイクア
ウト

飲食 レストラン・テイクアウト等の飲食サービス 飲食サービス

惣菜・弁当 惣菜、弁当 その他の食料品

飲料 清涼飲料、茶、コーヒー、野菜ジュース、
果実ジュース

飲料

農産品直売
所 生鮮野菜・果実 生鮮野菜や果実など 食用耕種農業

いも類
かんしょ、ばれいしょが該当、あげいものよ
うな調理品の場合は、その他の食料品や
飲食サービスに分類。

食用耕種農業

豆類 大豆、えんどう、そらまめ、いんげん豆、小
豆、落花生など

食用耕種農業

花き 切り花や鉢物、花木、花壇用苗など 非食用耕種農業
卵 鶏卵など 畜産
きのこ類 しいたけ、しめじ等のきのこ類 林業
魚介類 冷凍以外の魚介類 漁業
米 精米 精穀・製粉
粉類 そば粉、小麦粉等 精穀・製粉

調味料 みそ、しょうゆ、ケチャップ、ふりかけなど調
味料全般

その他の食料品

ベーカリー パン・調理パン パン、調理パン その他の食料品
菓子・焼き菓子・和洋生
菓子

菓子・焼き菓子・和洋生菓子（主にお
土産品など）

その他の食料品

平成23年
北海道産業連関表
部門分類(104部門)
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・算定された経済波及効果は，「道の駅」の地域振興へ

の寄与の程度を，定量的に把握・説明することにおい

て有効であることが確認できた． 
以上の，産業連関表を用いた「道の駅」の経済波及効

果の算定手法については，今回の検証も踏まえ手引きに

とりまとめた．今後は，より多くの「道の駅」で使って

いただき，使いやすさなどの向上をしていきたいと考え

ている． 
 なお，今回の算定は北海道産業連関表に基づく算定手

法であるため，市町村版産業連関表に基づく算定手法に

ついて，今後比較分析を実施する予定である． 
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